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的として、ASEAN 主要 6 ヶ国（インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポ
ール、タイ、ベトナム）を対象に、IIT 指数を被説明変数とした重回帰分析を行っ
た。また、欧州を対象とした先行研究の結果との比較・考察も併せて行った。その
結果、ASEAN 域内の食品産業における IIT は、嗜好の違い、製品差別化、距離、通
商障壁によってそれぞれ規定されていることが明らかとなった． 
５章では「課題 3：日系食品企業の直接投資および FTA/EPA が日本の ASEAN 諸国
に対する食品貿易に与える影響の解明」を目的として、日本と ASEAN 主要 6 ヶ国
（インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）間の
食品貿易を対象にグラビティ・モデルを用いた分析を行ない、IIT の視点を組み込
んだ考察を行った。その結果、第一に、1997～2013 年において、日本と ASEAN 主
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ことである。②FTA/EPA の締結による関税・非関税障壁の削減・撤廃は、日本－
ASEAN 諸国間の食品貿易、および ASEAN 域内の食品における IIT を拡大させること
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次に、日本－ASEAN 間の食品貿易と日系食品企業による FDI の関係が、代替的
か補完的かを実証し、1997 年～2013 年の期間において補完的関係にあることを
明らかにできた点である。５章ではグラビティ・モデルを使って日本の対 ASEAN
食品貿易額が輸出・輸入とも FDI によって拡大すること、従って日本の FDI の増
加は食品貿易の拡大にとって有益な政策であることを実証分析によって明らかに
した点は評価される。 
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本論文は日本の食品貿易拡大に関する多くの重要な政策的示唆を含んでいる。 
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